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株式会社ツインスパークの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 20年２月 26日開催の取締役会において、株式会社ツインスパーク（本社：東京

都渋谷区、代表取締役：橋本 博、以下「ツインスパーク」）の株式を取得し、子会社化するこ

とを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１． 株式の取得の理由 

昨今、インターネットの普及により、Web プロモーションが活発化する中、当社は SEM*1 をは
じめとする Web マーケティングノウハウを有効に活用し、SEO*2 やリスティング広告等の広告代
理販売を主力に、アフィリエイトサービス、Web サイト制作の受託等、顧客ニーズに即したサー

ビス提供を行ってまいりました。 

今回、ユーザー動向の把握やネットワークトラフィック*3 のコントロール等、Web サイト運営
に求められる機能性の高いシステムのコンサルティングならびにその構築に強みを有するツイ

ンスパークを子会社化することにより、現在当社が提供しております Web サイト制作のサービス

に加えて、より付加価値の高いサービスが提供できるものと考えております。またその他にも、

互いに属性の異なる顧客層を持ち合わせていることから、双方の顧客に対するサービス提供の機

会増大につながるものと見込んでおります。 

今後も、当社は Web プロモーション支援サービス企業として、付加価値の高いソリューション

サービスを提供すべく当社の蓄積してまいりましたWeb マーケティングノウハウを軸に、その他

必要な様々な機能やノウハウを取り込みながら、積極的な事業展開に努めてまいります。 

 

*1 SEM(Search Engine Marketing)：検索エンジンマーケティング。SEO とリスティング広告を合わせた総
称であり、検索エンジンを活用したプロモーション。 

*2 SEO(Search Engine Optimization)：検索エンジン最適化。顧客の Web サイトが検索エンジンの上位に
表示されるようにサイトやリンク構造を最適化する技術。 

*3 ネットワークトラフィック：ネットワークを伝わる情報量。 



 

２． 異動する子会社（株式会社ツインスパーク）の概要 

(１)商     号： 株式会社ツインスパーク 

(２)代 表 者       ： 橋本 博 

(３)所 在 地       ： 東京都渋谷区渋谷三丁目 13番 11 号 ＴＫビル４Ｆ 

(４)設 立 年 月 日       ： 平成 10年１月 20日 

(５)主な事業の内容： Web インテグレーション事業 

Web ソリューション事業 

(６)決  算  期： ９月末日 

(７)従 業 員 数： 34 名（契約社員含む、平成 19年 12 月末現在）  

(８)主 な 事 業 所       ： 本社 

(９)資 本 金： 3,010 万円 

(10)発行済株式総数： 5,210 株 

(11)大株主構成および所有割合： 橋本 博    4,150 株（79.65％） 

    有限会社マーケットブレーン  440 株（ 8.45％） 

(12)最近事業年度における業績の動向 

 平成 18年９月期 平成 19年９月期 

売 上 高 294 百万円 371 百万円 

売 上 総 利 益 146 百万円 202 百万円 

営 業 利 益 36 百万円 43 百万円 

経 常 利 益 36 百万円 42 百万円 

当 期 利 益 22 百万円 24 百万円 

総 資 産 132 百万円 167 百万円 

純 資 産 80 百万円 100 百万円 

１株当たり配当金 1,760 円 990 円 

 

３． 株式の取得先 

(１)内     容： 橋本 博、有限会社マーケットブレーン 

(２)当社との関係       ： 資本関係、人的関係および取引関係はありません。 

 

４． 取得株式数、取得前後の所有株式の状況 

(１)異動前の所有株式数       0 株（所有割合   ― ） 

(２)異動後の所有株式数      4,590 株（所有割合 88.1％） 

 

５． 日程 

 平成 20年２月 26日   取締役会決議、基本合意書締結 

平成 20年３月 17日 株式譲渡契約締結、株式の名義書換、株券引渡し期日（予定） 

 



 

６． 今後の見通し 

○ 子会社化後の連結業績見通し 

本件の事業譲受けに関する影響については、現段階において軽微であると考えております。 

 

以  上 


